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資料８ 

■ 国の動向 

 

１ 特措法に関する基本指針及びガイドラインの改正(令和３年６月30日改正) 

主な改正内容として，以下について記載されました。 

(1) 基本指針 

・ 固定資産税等の住宅用地特例について，家屋の使用や管理状況，所有者

等の状況等から客観的にみて，今後人の居住の用に供される見込みがない

と認められる場合には住宅に該当せず，特例が適用されないことの明確化 

・ 特定空家等の対象に「将来著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状

態になることが予見される」空家等が含まれる旨の明確化 

・ 所有者等の所在を特定できない場合等における，市町村長による民法上

の財産管理制度の活用 

 

(2) ガイドライン 

・ 将来著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状態になることが予見

される空家等について参考となる考え方の例示 

・ 空家等の所有者等の特定に係る調査手法，国外居住者の調査方法及び

所有者等を特定できない場合の措置 

 

２ 関係する法令の改正 

近年の空家等に関係する法令の改正の主なものとして，以下の改正が行われ

ています。 

(1) 土地基本法の改正（令和２年４月１日施行） 

・ 土地所有者等の土地の利用及び管理並びに取引を行う責務，その所有

する土地に関する登記手続その他の権利関係の明確化等の措置について

の努力義務，国又は地方公共団体が実施する土地に関する施策に協力す

る義務が明確化されました。 

 

(2) 不動産登記制度の見直し（不動産登記法の改正） 

① 相続登記の申請の義務化（令和６年４月１日施行） 

・ 相続によって不動産（土地・建物）を取得した相続人は，その所有 

権を取得したことを知った日から３年以内に相続登記の申請が必要にな

ります。 

② 住所等の変更登記の申請の義務化（令和８年４月までに施行） 

・ 登記簿上の所有者については，その住所等を変更した日から２年以内

に住所等の変更登記の申請が必要になります。 
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③ 相続人申告登記の創設（令和６年４月１日施行） 

・ 登記簿上の所有者について相続が開始したことと，自らがその相続人

であることを登記官に申し出ることで，相続登記の申請義務を履行する

ことができるようになります。 

 

（3）民法のルールの見直し（令和５年４月１日施行） 

① 所有者不明土地・建物の管理制度 

・ 調査を尽くしても所有者やその所在を知ることができない土地・建物

について，利害関係人が地方裁判所に申し立てることによって，その土

地・建物の管理を行う管理人を選任してもらうことができるようになり

ます。 

② 管理不全状態にある土地・建物の管理制度 

・ 所有者による管理が不十分であることによって，他人の権利・法的利

益が侵害され又はそのおそれがある土地・建物について，利害関係人が

地方裁判所に申し立てることによって，その土地・建物の管理を行う管

理人を選任してもらうことができるようになります。 
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